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第５回都市農業の振興に関する検討会 

 

日時：平成 24年３月５日（月）10：00～12：05 

  場所：農林水産省 第３特別会議室 

 

午前１０時００分 開会 

 

○田中都市農村交流課長 それでは、ただいまから第５回都市農業の振興に関する検討会を

開催させていただきます。 

 委員の皆様方にはご多用にも関わらず、ご出席いただきましてありがとうございます。 

 本日の委員の出欠状況でございますけれども、野岸委員につきましては所用によりご欠席

のご連絡をいただいております。その他の委員はご出席でございます。本日、ご出席いただ

いた委員のご紹介につきましては、お手元の資料で代えることとして省略させていただきた

いと思いますので、よろしくお願いいたします。また、役所側からの出席につきましては、

農水省側は省略させていただきますが、今回も国土交通省都市計画課及び公園緑地・景観課

からご出席いただいております。どうもありがとうございます。 

 開会に当たりまして、本来ですと、農村振興局長、實重よりご挨拶を申し上げるところで

すが、若干、国会の関係で遅れて到着する予定でございます。到着次第、ご挨拶をさせてい

ただく予定にしております。よろしくお願いいたします。 

 まずは、お手元の資料の確認ですが、配付させていただいております資料として、議事次

第、座席表の次に資料１、前回、検討会で委員からご照会のあった関係で、加藤篤司委員か

らご準備いただいた資料でございます。また、資料２、これは資料１との関係で委員から資

料要求がございまして、事務局で整理させていただいたものでございます。それから、資料

３が１から６でございますけれども、前回、配付させていただいた資料でございまして、再

度、配付させていただいております。なお、３－５、堅島委員の資料につきましては、図表

が一部、差し替わっており、先ほど配付させていただいております。それから、３－７とし

て矢野委員からも資料の提出がございましたので、配付させていただいております。お手元

の確認をお願いいたします。 

 それでは、早速でございますけれども、議事に移りたいと思います。以降の議事進行につ

きましては、後藤座長の方でお願いいたします。 

 

○後藤座長 おはようございます。ただいまから次第に従って議事を進めていきたいと思

います。本日の議事でございますけれども、お手元にありますように、自由討議となってお

ります。前回から引き続いてご議論いただきたいと思っております。具体的な議事の進め方

でございますけれども、今、ご紹介がありましたように、前回、委員から資料の要求があり

ました関係で、その点について最初にご報告いただき、議論し、続いて各委員からご発言を

いただきたいと思っております。 

 まず、加藤篤司委員から資料に基づき、ご発言をいただき、その後、事務局でそれに関連

する整理された資料について説明をいただいて議論したいと思います。その後、前回に引き

続き、各委員からご準備いただいた資料に基づいてご発言をいただき、議論していきたいと
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考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、まず、資料１について加藤篤司委員から説明をお願いいたします。 

 

○加藤（篤）委員 おはようございます。 

 前回の会議で、矢野委員から農業用施設用地についてご質問がありましたので、イメージ

的なものをと思いまして、写真を３点、添付いたしました。この資料の上２つは同じ地区の

もので練馬区のもの、キャベツ畑が広がった奥に農業用施設用地として車庫、作業場兼用の

ものがございます。 

 その下は三鷹市の事例になりまして、これは実は私の家でありまして、居住地のそばに車

庫があったのを改造しまして、今、作業場になっています。その後ろに防風林がありまして、

その後ろは畑が続いているというような状況で作ってあります。必要ですから建っているも

のでありまして、残念ながら納税猶予制度が適用されませんので、なるべくコンパクトなも

のをということで作ってあります。今後、六次産業化とか、さまざまな問題や可能性があり

ますけれども、この作業場というのは広ければ広いほど効率も仕事もやりやすいもので、そ

ういうところで委員の皆さんのご理解をいただいた上で、存在の価値等を話し合っていただ

ければと思っております。 

 以上です。 

 

○後藤座長 ありがとうございました。 

 それでは、今の資料１との関連において、資料２として事務局で整理されたものがありま

すので、事務局から説明をお願して、その後で質疑を一括して行いたいと思いますので、よ

ろしくお願いいたします。 

 

○沖都市農業室長 それでは、資料２につきましてご説明させていただきます。今、加藤篤

司委員からご紹介のございました農業用施設用地などについてデータでもって、実情がどの

ような状態にあるのかということをご紹介させていただきます。 

 最初、２ページのところをご覧をいただきたいのですけれども、こちらは全国農業会議所

からご提供いただきました全国 551経営を対象とした、どんな種類の土地をどのくらいお持

ちかということについての調査結果です。 

 このグラフの見方を簡単にご紹介をいたしますと、高さに当たるところ、グラフの中では、

回答者のうち、保有する者の割合と書いておりますこの高さは、それぞれの種類の土地につ

いて 551名のうち、何名の方、何割の方が持っているとお答えになったのかということを示

しております。例えば市街化区域外の農地であれば、551 経営のうち、58.4％の方が持って

いらっしゃったということです。それから、横の方の広がりですけれども、これは持ってい

るとお答えになった方についての平均の保有面積を示しております。ご覧いただきますとお

り、農地の保有面積が大きくなっております。その他にピンクで示しております居住地と、

それから、居住地以外についても不動産をお持ちであるということです。 

 この居住地の中をご本人にとって、これはどういう位置づけのものですかと、それから、

その面積はいくらですかというふうにお尋ねをしておりまして、その中で農作業場が自宅の

敷地の中にありますというふうにお答えになった方が 70.2％、それらの方の中での平均の施
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設用地の面積が 217㎡であったということでございます。 

 この他に、ご自宅の外にもいろいろな種類の土地をお持ちでありまして、その中で農業用

の施設、これは下にコンクリなどが敷設をされている、作業がしやすいようにコンクリなど

が打たれている、そういう状態での農業用施設をお持ちの方が 20.3％いらっしゃいまして、

それらの方の平均面積は 568㎡であったということでございます。その他に駐車場ですとか、

アパート、マンション、その他（店舗、貸し倉庫など）でお貸しになっている土地などを何

割かの方がそれぞれお持ちであったという調査結果でございます。 

 それでは、次に移らせていただきます。このような土地について、どのような税がかかっ

ているかということを簡単にまとめてございます。税制につきましては、それぞれの土地が

どのように使えるかということで、それに対応した形で評価などの仕組みが定まっておりま

す。 

 まず、この表の中、左側、市街化区域外の農地、それから、市街化区域内であっても左か

ら２列目になりますけれども、生産緑地の指定を受けている農地、これらにつきましては売

買をしようと思いましても、農地として売買するには効率的に使える方でなければ買えない

というように買い先も決まっておりますし、また、転用などに規制がかかっていると、基本

的に農地でなければ使えないという形になっておりますので、それに着目をした固定資産税、

相続税の仕組みになっております。固定資産税の評価は農地評価でございまして、大体 10ａ

当たり 2,000円弱程度が相場というような状況かと思います。また、相続税につきましては、

納税猶予の適用を受けることが出来る、そのような仕組みで次の代の方に農地を残していき

やすい環境が確保されております。 

 一方で、市街化区域内の農地であっても、左から３列目と４列目になりますけれども、特

に規制のかかっていない宅地化農地につきましては、若干、別の取り扱いになっております。

一般市町村については、ここでは省略をいたしまして、特に議論の多い三大都市圏特定市の

状況をご説明をいたしますと、生産緑地については「残すところ」、宅地化農地については

「計画的に市街化を図るところ」と、そのような整理がついておりますので、宅地化農地に

ついては、固定資産税、相続税ともに特別な対応はされていないということでございます。 

 また、市街化区域内の宅地など、農地以外のところについては、どのような税制度になっ

ているかということでございまして、右側から４列目、３列目、２列目というところでござ

います。住宅用地あるいは地面が農地ではない農業用施設用地、宅地に介在した山林、これ

らについてはどのように使っても結構ですというふうに、土地利用の規制がない状態になっ

ておりますので、それに対応しまして固定資産税は宅地評価、宅地課税ということになって

おりますし、相続税についても宅地並みに評価をするとなっております。 

 ただし、住宅用地ですとか、農業用施設用地を含む事業用地につきましては、相続によっ

て家を追い出されるようなことになったのでは気の毒であると、それは不適切であろうとい

うことで、小規模宅地等の評価減の特例というものが措置をされております。居住用の住宅

用地であれば 240㎡までの分について、８割の評価減ということが認められておりますし、

事業用地であれば 400㎡までの分について、８割までの評価減という仕組みがございます。

これらの組み合わせでの適用も可能ということでございまして、このような形で小規模な宅

地については次の世代に残していきやすい、そういう環境が確保されているということでご

ざいます。 
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 なお、一番右側の列が宅地について生産緑地指定をされている場合、農業用施設用地など

についてどのように税が課されているかということでございます。これらの土地については

30年間、農業用施設以外の建築が制限をされますので、それに対応いたしまして固定資産税

の軽減が図られております。また、相続税につきましては、生産緑地の規制の残存期間に対

応する形で、35％から５％の評価減ということが制度化をされているということでございま

す。 

 なお、次のページをご覧をいただきますと、都市のみどりについての主な税制を紹介をし

ております。屋敷林ですとか宅地介在の山林、これらについて都市のみどりとして残してい

くための税制というものも措置をされておりまして、こちらでご覧をいただくような仕組み

があり、活用されているということでございます。 

 最後に、一体、都市における農業者の相続がどういう実態にあるのか、なかなか、外部の

者には分からないということがございますので、簡単にイメージのご紹介をいたします。東

京都の方から調査結果のご提供を受けまして、東京都内の３つの事例についてご紹介をいた

します。 

 まず、１つ目の事例ですけれども、これは宅地化農地を売却して納税資金を確保している、

そういう例でございます。左側の方に絵がございますけれども、その絵の下側に金額が上が

っております。事例①番のケースですと、相続により取得をされた財産の合計額が９億 2,700

万円であったということでございます。 

 これ対しまして、法定相続分に基づいて相続税を計算をいたしますと、総額が２億 5,000

万円であったということでございます。この２億 5,000万円について、どのような形で納め

るかということをご議論されて、その結果、いくつかの措置を活用されております。配偶者

の税額軽減額で 1,300万円、それから、生産緑地について一部納税猶予を受けるということ

で１億 2,000万円の税額の軽減を受けまして、差し引き１億 1,700万円の納税を求められた

ということでございます。 

 これにつきましては、あらかじめ何かあった時には換金するためにとっておこうというこ

とで準備をされておりました宅地化農地の一部を売却され、その売却資金でもって納税をさ

れております。また、一部残った土地については細切れになっておりますので、これは貸し

店舗用に転用して活用すると、そんなふうになさって相続を終えたという事例でございます。 

 次のページをご覧をいただけますでしょうか。次のページは農地の面積を維持しながら、

相続を終えられた事例でございます。同じく左側の下に簡単に相続の概要を数字で整理をし

ております。相続で取得をされた財産の合計額が 13億 3,400万円、これに対して相続税が４

億 4,000万円かかったということでございます。この４億 4,000万円につきまして、配偶者

の税額軽減額が２億 2,000万円、それから、生産緑地についてすべて納税猶予を受けまして

１億 2,400万円の税額の軽減措置を受けまして、差し引き 9,600万円の納税を求められたと

いう事例でございます。 

 これにつきましては、農地は売ることなくアパート、貸し家、貸し店舗用地のうち、460

㎡と雑種地のうち 160㎡を売却なさいまして、その売却益によって相続税を納められたと、

そういう事例でございます。この事例の場合はすべて農地を残すという形で処理をされたと

いうことでございます。 

 ただ、この事例からさらに見えてくるものが一つございまして、この事例では資産のおよ
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そ８割を亡くなったおじいさんの配偶者であるおばあさんが相続をされたということでござ

います。ですので、二次相続が起きますと、子ども４人の方が残された土地をどう配分する

かという議論が始まるということでございまして、本当に農地が残るかどうかというのは、

この均分相続の制度の中で、どのような話し合いが行われるかということで変わってくる、

そんな状況でもあるというふうに伺っております。 

 最後に、９ページの事例をご紹介をいたします。こちらは生産緑地やその他の宅地を売却

されて、納税資金を確保した例でございます。左側にございますとおり、トータル 34億 8,400

万円の相続財産に対して、17億 6,500万円の相続税がかかったということでございます。こ

れに対して配偶者の税額軽減額などが８億 8,300万円、それから、農地の一部について生産

緑地の一部について納税猶予を受けまして、４億 9,900万円の税額の軽減措置を受け、差し

引き３億 8,300万円の納税を求められたという事例でございます。 

 これにつきましては、お持ちの山林の一部、それから、生産緑地の一部を売却なさいまし

て、それによって相続税に充てていらっしゃいます。また、従来の生産緑地の一部は宅地の

ままで残しまして、およそ 10年後に発生をいたしました二次相続の際には、その宅地を売却

をされて相続を終えられたということでございます。その結果、一次相続、二次相続を経ま

して、もともと 1.5haあった経営規模、これが１haの規模まで縮減をしたと、そういう事例

でございます。 

 なかなか、このような相続の実態は、外の人間にはうかがい知ることが出来ないところで

ございまして、統計的なデータではないわけですけれども、東京都内で実際にあった事例と

いうことで、ご参考にしていただければというふうに思います。 

 資料の説明は以上でございます。 

 

○後藤座長 どうもありがとうございました。 

 では、ここでちょっと中断させていただきます。 

 

○田中都市農村交流課長 局長が遅れて参りましたが、ここでご挨拶いただきたいと思いま

す。よろしくお願いいたします。 

 

○實重農村振興局長 農村振興局長の實重でございます。本日はお忙しいところをご出席い

ただきましてありがとうございました。 

 冒頭、遅れまして失礼いたしました。今日は、予算の国会審議の大詰めでございますが、

予算委員会の分科会ということで、一日、朝から夕方まで農林水産予算の細部にわたる審議

が行われる日でございます。その関係で、私自身も今日は呼ばれているんですけれども、幹

部へのご説明と、こういったようなことで遅れましたことをお詫び申し上げます。前回も途

中で、国会関係の質問関連で退席をいたしまして大変失礼をいたしました。 

 どうしても２月、３月は国会での予算の審議の中心の時期になってしまいます。今後も、

こういった形で国会との関係でばたばたしたり、大変、ご迷惑をかけることがあろうかと思

いますが、極力、先生方と一緒に時間を持ちまして議論をさせていただきたいと思いますの

で、よろしくお願いいたします。 

 今、ご議論いただいております、それから、前回までもご議論いただいてお話を伺わせて
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いただいておりますけれども、国民の都市農業に対する視線がやはり変わってきているとい

う具合に思います。以前はなかなか国論を二分するところがあったかと思いますけれども、

昨今は人口減少社会、それから、都市の良好な住環境を求める、さらに昨年、起こりました

地震・災害ということを踏まえまして、都市における緑地、それから、ここで行われる農業

というものに対する価値観、理解というものが深まっていると思います。やはり、国民全体

の中で都市農業というものを位置づける認識を一致していただくと、これがまずもって一番

大事なことだと思っております。 

 こういう、今日も資料を出させていただいていますし、また、委員の先生方からも資料を

いただいておりますが、こういった議論を通じて、国民理解の醸成が深まるように努力して

いきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 

○後藤座長 それでは、議事を続けさせていただきたいと思います。 

 今、加藤篤司委員及び事務局からご説明がございました。これについて質問あるいはご意

見がございましたら、よろしくお願いしたいと思います。 

 

○堅島委員 堅島でございます。先ほどの事務局の資料の２ページ目、土地保有状況という

ところで施設用地が少ないのは、要するに宅地並み課税になるのを恐れて、農家が施設を作

ることが出来ないということだと思います。この資料で農業用施設用地の面積が非常に少な

いのは、我々の中でも要するに農機具や肥料を置くところ、それらすべてをビニールハウス

の中で対応し、納屋に出来ないで悩んでいる。だから、統計では非常に少ない。けれども、

これは宅地並み課税がされるから少ないという認識にしていただきたいと思います。本当は

ちゃんとした施設にしたいんだけれども、それを施設に出来ないでビニールハウスの中で無

理やり施設として代用をしている。だから、農業用施設用地が少ないんだということです。 

 以上でございます。 

 

○後藤座長 ありがとうございました。 

 ほかにございますか。どうぞ。 

 

○安藤委員 今の堅島委員の発言は、都市農家の側からの施設用地に対する要望だと思いま

す。以前に都内の農家を視察した際、市民農園や体験農園を拝見させていただきましたが、

そこでは農機具倉庫などが備えられていました。農業をされる市民の方々のニーズを満たす

ためにはトイレや農機具置き場はもちろん、休憩所やシャワールーム、場合よっては調理場

などが恐らく必要になってくると思っていますが、そうしたものを建てる施設用地は宅地に

入ってしまうでしょう。しかし、こうした施設は、先ほど加藤篤司委員からお話しがありま

したような六次産業化を進めていく場合や、市民の方々が農業にもっと関わっていくための

条件を整備しようというような場合には、ますます必要になってくるのではないでしょうか。 

 これは都市農家の側からの施設用地の位置づけかもしれませんが、同時に、市民が農業に

参加する場合にも、そうした施設が必要になってくるという面もあると思います。そこで問

題となるのは、農地あるいは農業という概念をどこまで拡張して解釈出来るかということだ

と考えます。しかし、そうした施設用地まで農地に含めるような解釈の拡張はなかなか出来
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ないまま現在に至っており、その結果、都市農家に課せられる税金への対応など、いろいろ

苦しい事情が、今の堅島委員からの説明ではなかったかと思います。都市に残っている農地

を利用しようと思っている市民の側からしても、いろいろな施設が整備されていた方があり

がたいはずではあるのですが、そうした要望に応えようと農家の側で整備をすると税金がか

かってしまう、あるいは相続の時の税金が重くなってしまうという問題があるということで

はないでしょうか。 

 いずれにいたしましても、農村振興局の方からいただいた資料は非常に貴重な資料で参考

になりました。そのうえで少し気がついた点を簡単にコメントしたいと思います。１つは子

どもの数が非常に多いような気がしました。どの事例も４人あるいは５人で、実子だとは思

いますが、養子縁組をして基礎控除を一人分増やすような動きがあるのかもしれません。し

かし、子どもの数は減ってきていますので、これから発生する相続ではもう少し相続税は高

くなるのではないかという感じがしています。孫を養子縁組して飛び越し相続をする場合も

税金が重くなっていることも影響するかもしれません。 

 また、2011 年の改正によって基礎控除も、これまで「5,000 万円＋1,000 万円×法定相続

人の数」だったのが、「3,000 万円＋600万円×法定相続人の数」に引き下げが検討されてい

るようですし、子どもの数が少なくなれば法定相続人の数も減るので、法定相続分通りに分

割したと仮定して相続税は算出されるのですが、この累進課税の税率も上がっていますので、

これから先の相続はもう少し相続税が上がるような気がしています。ただし、こういう細か

い話を踏まえた資料の作成はほとんど不可能な話のような気もしています。ともかく、お示

し頂いた資料にあったような状況よりも、これから先の相続では相続税がもう少し重くなっ

てきそうな感じがするという印象を持ちました。以上の２点が感想です。 

 

○後藤座長 今のご発言について何か補足されること、実際にいろいろやっていらして、加

藤両委員の方でありますか。 

 

○加藤（義）委員 私もこの資料は非常に参考になりましたけれども、昨年あたりからの農

家の相続の現状を見ていますと、非常に相続の時に売却しなければならないですけれども、

買ってもらえる業者が非常に少ないというのと、中には評価も割れて、仕方なく売買してい

る例も昨年あたりから出てきていますから、これからの相続というのは、かなり面積が必要

になってくるというのが農家の認識にもあると思いますので、そこだけ、１点、申し上げて

おきます。 

 

○後藤座長 ほかに。堅島委員、お願いします。 

 

○堅島委員 それで、施設用地、これが宅地と見られた場合、大阪の私の仲間の事例なんで

すけれども、農地が 32ａで税額が６億 2,000万円となっています。ということは、施設用地

が 10ａあれば約２億円、大阪でも２億円がかかってくるので、どうしても先ほど言ったよう

に施設に出来ないでいる。本当にビニールハウスの中で苦労し我慢しているというのが実情

なんですけれども、加藤さん、東京の場合、最近の例では、10ａ当たり大体どれぐらいかか

っていますか。 
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○加藤（篤）委員 うちの場合、路線価は大体坪 100万円でございます。そうですね、３億

円になりますね。それから、ここのところでうちの弟がやっているんですけれども、そこの

評価が坪 80万円くらいで、実質の売買価格は 52万円ですので、弟も頭を抱えていますが、

農地を残すには、税額を下げるしかありませんので、施設用地等が入れば、随分違ってくる

というのが現実的な問題でもございます。 

 以上です。 

 

○後藤座長 ほかにご意見はございますか。よろしいですか。お願いします。 

 

○安藤委員 今の加藤篤司委員の発言は衝撃的な内容だと思いました。つまり、路線価の方

が実勢の売買価格より高いということですよね。この問題をこの研究会の場で扱うことがで

きるかどうか分かりませんが、路線価が実勢価格を適正に反映していないという土地の査定

評価の問題があるということになると思います。これは国税庁の問題となるのでしょうか。

ここからそちらに意見を出していくということになるのかもしれません。私も詳しくないの

で何とも言えませんが、恐らく不動産鑑定といったような問題に関わってくるのではないで

しょうか。 

 

○後藤座長 今の点について何かお答え出来る方とか、あるいは何かそれについてコメント

出来る方はいらっしゃいますか。では、お願いします。 

 

○沖都市農業室長 路線価の問題につきましては、おそらくさらに実態を知らないと、反対

の立場の方はまた反対の立場で言い分もあると思いますし、この検討会の議論とはまた別の

ところで、整理などはさせていただければなというふうに思いますけれども。 

 

○後藤座長 お願いいたします。 

 

○沼尾委員 私は農業は全く専門外で、むしろ、税財政のことを研究しているものですから、

皆様とは違った立場で今の話を伺っていて感じたことがございます。市街化区域というとこ

ろで農業をやることがいいのかどうかというのは、そもそも市街地にしていく区域ですから、

そういうことは議論があるところで、その中で緑地を残すという観点から農業というのが容

認されてきて、その間、税もさまざまな形で軽減されてきていると思うんですね。 

 私自身は最初の局長のお話にもございましたとおり、これからの日本の状況を考えると、

人口減少もありますし、高齢化も進んでいるので、都市に農業が残っていくというのは、考

え方を転換させていくということは十分考えられると思うんですけれども、ただ、それを考

えるに当たって、例えば施設用地について、農地並みに軽減をするという話になりますと、

周辺の商業や工業をやっている方からすると、なぜ、あそこの施設だけ、つまり、農業部門

の施設だけが税の軽減が認められるんだと、それは税の公平性という観点から、必ずしも望

ましいとは言えないんじゃないかという話が必ず出てくるわけです。 

 まして六次産業化という話になりますと、それはやはり一掛ける二掛ける三なわけですか
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ら、二次産業の部分と三次産業の部分に関わってくるわけですよね。もし、農業を存続させ

るため施設用地についても税を軽減する必要があるということであれば、それ相応の理由と

いうものを何らかの公共的なことで、つまり、商業用地であるとか、工業用地あるいは宅地

に比べて農業に関する施設用地については、そこを軽減するということが公共的に意味があ

るんだということを積極的に言っていかなければ、国民の合意を得るということは出来ない

んだろうと思うんです。そこのところをつまりどういうふうに考えて、それを説明出来るか

というところをここで検討していくことが必要なのかなと感じました。 

 これまでの議論を伺っている限りでは、私は何か農業をこういった市街化区域、しかも大

都市の市街化区域で続けていくことが税を優遇してまでやるということの意味、さらに施設

用地についてやることの積極的な意味というのがあまり見出せた感じがしなくて、そこをど

ういうふうに説明出来るのかというところについて、これから議論させていただければなと

思っています。 

 

○後藤座長 ありがとうございました。 

 この農業施設用地については、また、都市農業の振興施策を考えていく時に、もう一度、

議論することになるかと思いますので、一応、今日の段階では加藤篤司委員及び事務局の説

明をいただいて意見を交換したということで、第１番目のところについては終わりにさせて

いただきたいと思います。 

 引き続き、前回の検討会に引き続いて資料を用意されている４名の方にご発言をいただい

て、それに基づいて少し議論を続けたいと思います。前回、３名の方についてご発言いただ

きましたけれども、残りの４名の方、まず、榊田委員からよろしくお願いいたします。 

 

○榊田委員 榊田です。私が委員になっているのは多分、現場を回っている記者で、現場の

実情を踏まえて発言しろということだと思うので、少し現場の話を織りまぜながら具体的に

なりますが、話をさせていただきたいと思います。 

 まず、今、沼尾委員から都市農地をどう位置づけるかとか、どのようにあるべきか、農業

者以外の方たちが税金を払っても残そうと思ってくれるかという、その価値を共有出来るか

という部分だと思うんですが、まず、都市農地を地域でどう位置づけるかという話を最初に

させていただきたいと思います。次に農地問題の位置づけと、それから、実際に農地を残す

場合に誰がやるのかという担い手の問題になると思います。３つ目として、そういう担い手

を確保して農地を残す時に、どういう制度変更が必要なのかということをご議論していけれ

ばいいなということで、柱を３本立てさせていただきました。 

 最初に、位置づけ部分について、少し事例紹介をさせていただきたいと思うんですが、堅

島さんの資料も、この前の都市計画制度の変更に関する国交省さんの資料もそうなんですが、

都市農地というと、農水省さんの資料からとってきたんですが、農産物の供給、災害時の防

災空間、国土環境保全、農業体験・交流活動の場、心安らぐ緑地空間、都市住民の農業への

理解の醸成、文言としては出てくるんですけれども、何とも抽象的なまま、だから、大切な

んだよねという総論的な話になってしまっていて、その多様、多面的機能と言われている部

分を具体的にどういうふうに評価して、農地の機能を生かしていくかという部分に関しては、

十分な議論がなかったように思います。 
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 前回も加藤義松委員の方から、その多面的機能を数値化出来ないかというようなことで提

案がありましたが、現場に行くと、実際、こういう多面的機能を評価して、自治体レベルで

単独の予算措置をしているケースもあるので、そういう話をしてみたいと思います。 

 まず、防災機能の話を最初にさせていただきます。特に水田の場合ですが、都市型の水害

対策として水田の遊水機能を積極的に活用している事例として、私もこの前、取材でお邪魔

したんですが、象徴的だなと思うのは愛知県に扶桑町というところがあります。ここは平成

２年の秋の台風で浸水被害が発生した時に、川沿いにずっと水田が広がっているわけですが、

そこの水田を残すために「水田埋め立て防止協力金」制度というのを作っています。水田と

して残してくれた農家には、10ａ当たり４万円という交付金を出すという制度です。 

 ここは名古屋に近いということで、急速にベッドタウンとして開発されたところで、もと

もとは扶桑町という名前から何となく想像が出来ると思うんですが、養蚕が中心だった丘陵

地帯が埋め立てられていったことで遊水機能がなくなって、丘陵地帯から水がおりてきて、

下の平地になっている市街地が水に浸かるという浸水被害の頻度が多くなって、その中で出

てきた制度とのことです。ここが実際に制度を作る時に試算をされたようですが、平成２年

の時点で水田から道路面までの高さが平均 60 ㎝あって、そうすると 10ａの貯水機能が大体

600ｔということで、この水田の貯水機能を使うのか、それとも実際に貯水池を作るとか、地

下の貯水槽を作るとか予算を比較した上で、水田の埋め立て防止協力金を払いますよという

ことで今でも続いている制度です。 

 実際に平成８年に造成された貯水池が約４億円のコストがかかっているのに対して、この

協力金の予算は平成２年に払っている段階でも 700万円と、水１ｔ当たり 70円程度で済むと

いう試算を実際に町の方で出されています。実は扶桑町は私たち記者の間ではそこそこ有名

な話なので、知っている方は結構いらっしゃるかもしれないんですが、首都圏でも千葉県市

川市で「水田等の保全協定事業」というのを以前にやっていました。今、どうなっているの

かなと思って調べてみたら、平成９年度で事業が終了しています。 

 越谷とか、埼玉県内でもそういうところが結構あって、実際にそういうところがどういう

試算をして、こういう制度を始めたのか、また、終了した市川などももしかしたら下水道整

備が進んだとか、貯水池を作ったから要らなくなったとか、いろんな理由があるかと思いま

すが、どういう理由で町はやめたのかとか、そういう具体的なことを是非、農水省さんにも、

もうちょっとデータとして出していただけると、ありがたいなと思います。 

 一方、2010年度から町田市では「田んぼのある里推進事業」というのを始めているようで、

ここは１ａ当たり 1,500円ですから 10ａで１5,000円、水田を保全している地権者に払うと

いうことをやっているようなので、そういう自治体レベルで、そういう機能を生かした取り

組みがあるのか、せっかく農水省さんも全国にネットワークがあると思いますので、データ

を上げていただければと思います。 

 また、水田だけではなく畑はどうなのかという話なんですが、畑は実際に防災時に防災ス

ペースとして機能したケースが実際にあるのではないかということに触れさせていただきま

す。例えば 2004年の新潟中越地震の時に道路が寸断されて池ヶ原地区が孤立したんですが、

この時、この地区にあった大型のビニールハウスが地域の住民の避難所として使われたとい

う事例があります。100人、200人規模で、ここに人が集まったというふうに報道されたと思

います。 
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 私も埼玉県和光市というところに住んでいますけれども、練馬区がすぐそばなんですが、

都市の避難場所というのは大体、公園になっていたりするケースが非常に多いと思うんです

が、うちの近くにある避難場所になっている公園とかに行っても、雨風をしのげる場所はあ

まりないですね。新潟地震の時も寒い時期だったと思うんですが、雨風がしのげて防寒の機

能もあるという意味では、畑のビニールハウスは結構、価値があるんじゃないかなと、もう

ちょっと見直してもいいんじゃないかなと私は感じています。 

 実際、去年の２月ですけれども、東京の世田谷区ですが、ブドウ農家で作っているぶどう

研究会が災害時の都市農地の防災機能検証を目的として、ビニールハウスを一時避難訓練の

場として実施するというのを、これはたしか世田谷区の方もサポートしたと思うんですけれ

ども、やっています。地域住民 100人が参加するという事例もありますので、畑の防災機能

というのももう一回、ちゃんと議論してもいいんじゃないかなと思います。 

 そういう価値があると言って、私が農業サイドの回し者のように思われるのも問題なんで

すけれども、先ほど、沼尾委員もおっしゃったように、実際にそういう防災機能としての価

値があるんだというふうに皆さん方が主張するのであれば、きっちりと防災機能として位置

づけ、例えば防災の農地登録みたいなことをやっていらっしゃるところもありますので、積

極的にＰＲするとか制度は必要なのかなと思っています。 

 次に都市農地の教育機能という部分でいいますと、今、食育関係で農業体験が随分行われ

ていて、市街化区域の農家の方でもかなり近隣の小学校とか、農業体験を受け入れていらっ

しゃる方が非常に増えていると思います。日々の実際の営農と、そういう子どもたちの受け

入れと、両方をやっていて、大変だなと思って見せていただくことが結構あるんですが、多

くの場合、実際に農業者の方が労働時間を割き、実費もあまりもらっていないというような

状況で、ボランティアの形で行われているというケースも非常に多いので、実は教育機能と

しての農地の利用というのは実際に行われているけれども、それに対する評価というか、逆

に農地の評価に対する何か農業者に対しての例えば経済的な評価というのは、非常に低い状

態だなというふうに思って見ています。 

 その意味では、大阪府吹田市が教育委員会と農業委員会など関係団体が連携して、「吹田

市農業・教育連携協議会」というのを作って、小学校の農業体験を受け入れる農家に圃場提

供と指導料として、１カ所の学校を受け入れると８万円というお金を支給するというシステ

ムを市の単独予算でやっているんですが、ある意味、教育機能としての農地の利用というの

をもっと進めていくのであれば、あまり農業者の犠牲と負担を強いるのもいかがなものかと

いうふうに考えています。 

 ここでまた、農業施設用地の話も出るわけですけれども、子どもたちの受け入れという意

味で、屋敷林とか倉庫とか、そういうところも子どもたちの交流スペースとして使われてい

るケースも非常に多いので、農業者の方には積極的にそういうところを使って、地域住民や

地域にも非常に貢献しているというふうにＰＲしていると同時に、地域にとって価値のある

場所なのだということを求めていく方向で、何らかの議論が必要なのではないかなというふ

うに思います。 

 ３つ目、地域住民の憩いの場としての機能ということですが、これは加藤義松委員をはじ

め、練馬で始まった農業体験農園とか、堅島委員のところでも団体を受け入れたりされてい

らっしゃいます。そういう地域住民、都市住民の農業体験の場として使用しながら、農地を
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そういう人たちと共有・開放していくような形も結構広がってきているように思います。 

 農業体験農園は初め練馬区から始まって、その後、東京を中心に広がっていきましたが、

現場を回っていますと、例えば香川県高松市とか、福岡とか、福岡も郡部を含めて割と全国

の地方都市などでも同じような形の体験農園というのが広がってきているので、まだまだ、

伸びしろはあるのではないかなと思います。 

 では、何で市民農園ではなくて、農業者が園主となって指導する農業体験農園のような形

の方がいいのかという話なんですが、これも横浜市の事例が結構象徴的かなと思うんですが、

横浜市の場合は、91年に生産緑地法が改正されて以降、市民農園の新規開設をやめて、栽培

収穫体験ファームという事業を始めています。 

 このやり方というか、システムは農業体験農園とよく似た形なんですが、市民農園の新規

開設はやめて、農業者自身が指導しながら市民を受け入れるという形に変えていったかとい

うと、市民農園というのは後に宅地転用されるケースが多くて、長期的な農地保全にはつな

がらないという判断があったと私は取材で聞いています。これも相続税納税猶予の問題も絡

むと思いますけれども、行政に貸し付ける形で市民農園にしてしまうと、農業者の方という

か、地権者の方も農地に対する愛着も薄れるし、農地とのコンタクトというのがどんどん減

っていくわけで、やはり地権者である農業者の方が関わり続けるということが、自分の農地

を残していくということにもつながっていくのかなというふうに私は感じています。 

 もう一つ、栽培収穫体験ファームも農業体験農園も、多くの場合は一人の園主さん、農業

者がいて園生を受け入れて、園生さんが１区画を借りて、そこで指導を受けるという形が多

いと思うんですが、個人対象ではなくて団体で、みんなで例えば 50ａぐらいの畑を耕すとい

うようなことをやっているところもありますし、私がお邪魔したところでは横浜なんですけ

れども、企業の福利厚生として、企業が支配人とその家族を丸ごと企業と契約して受け入れ

るという、そういう形の農業体験をやっている方もいらっしゃいます。 

 これは、横浜市の栽培収穫体験ファームの事業の範疇からは外れるので、全く補助のない

状態で個人がやっていらっしゃるわけですけれども、企業であったり、NPO であったり、サ

ークルであったり、そういう方たちも受け入れられるような、そういう体験型というか、地

域住民との交流型の農園の運営の仕方というのは、まだまだ広がりがあるんじゃないかなと

いうふうに思いますし、そういうものをフォローしていくような政策もあっていいんじゃな

いかなというふうに思います。 

 

○後藤座長 すみません、途中で申しわけないんですけれども、発言をもう少し手短にお願

いいたします。今日、出来れば４人の方にご発言いただきたいと思っていますのでよろしく

お願いいたします。 

 

○榊田委員 ４つ目、あとは福祉的機能についてですけれども、これもよく言われることで

すが、実際、農業者が福祉作業所の形で農家を受け入れているケースもありますし、逆に福

祉の立場の方が障害を持っている方たちの自立の方法として、農業を選ぶという形でやって

いらっしゃるところもあって、非常に福祉サイドと農業サイドのはざまにあって、施策が行

き届いていないというふうに私は見ています。ただ、鳥取県なんかでも農福連携事業という

ようなことでやっていらっしゃいますし、この辺ももうちょっと考えていったらいいんじゃ
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ないかという位置づけに関して少し具体的にお話をさせていただきました。そこで、そうい

う具体的な議論のためのデータを農水省さんにもお願い出来ればと思います。 

 ２つ目の担い手の問題ですが、今まで何度も出ているのでこの辺は細かく話しません。ま

ず、都市農地を農地として残すと考えた時に、意欲ある農業者が農業をやっていける農地振

興をしていくというスタンスに立つべきだと思いますので、そうすると市街化区域内でも農

業振興策が適用出来ないのかどうなのか、適用した場合にはどういう問題が起きてくるのか

ということを、是非、私も他の方から教えていただきたいんですが、まず、この前、加藤篤

司委員から出てきた農地の貸借の問題ですが、実際に市街化区域の場合、貸借が出来ないや

み耕作の状態でやっていらっしゃる方を私も少なくとも２人は知っています。 

 現実には、そういうこともあるわけですし、生産緑地法自体がいずれは宅地化されるとい

うか、転用するという前提であって自分で営農出来なければ、吐き出してくださいという設

計になっているので、農地として残すということであれば、生産緑地であっても貸借は認め

るというようなことがあってもいいんじゃないかなと。その場合にどういう条件が必要なの

かというのを伺いたいと思います。それから、農地として残すといった時に、実際にそこで

営農する人がいて、営農のためには当然、農業機械や作業場が必要なわけで、作業場と倉庫

をなくして農地だけ残せというのは、農業者にとっては非常にご無体な話だと私は思ってい

るので、制度として考えてもらわないと農地も残らなくなると思います。 

 あと、制度の話にもちょっと入りましたけれども、現場を回っていて、制度の中でどうし

ても農業者の方の間から出てくる話として、一番は納税猶予問題だと思います。この納税猶

予問題をどうするか、農業施設の問題、仕組みの問題を含めて、ここをもうちょっと議論が

出来ればなと思っています。 

 とりあえず、以上で。 

 

○後藤座長 途中で手短にとお願いしましたので、言い足りなかったことがあるかと思いま

す。申し訳ありません。 

 今のご発言について何かご質問はございますか。お願いします。 

 

○加藤（篤）委員 質問というよりも国交省の方にお願いなんですが、今、榊田委員から生

産緑地の解釈の問題についてありましたけれども、納税猶予制度を受けると生産緑地制度が

障害になって、貸し借りが全然出来ないんですよね。どういうことかと申しますと、この前

の改正で要介護認定５などの条件を満たすことで、納税猶予を受けた生産緑地の貸し借りが

認められましたが、誰かに貸した後、所有者が死亡した場合、その農地は主たる従事者の規

定で、納税猶予制度に乗り直せません。これでは全く利用できず、せっかくの制度が絵にか

いた餅になっていますので、そこのところを是非ご理解いただきたいと思います。 

 以上です。 

 

○後藤座長 ありがとうございました。 

 では、よろしいですか。続いて堅島委員からご発言をお願いしたいと思います。 

 

○堅島委員 榊田委員からいろいろあったものを私は違う形で図にまとめてみました。国土
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の健全な能力と持続可能な農林業のもたらす価値と輸入量の関係ということで、まず、農林

業の価値を経済的な機能と公益機能と、これが先ほど言われたいろいろある国土の保全、水

資源の涵養、空気の浄化、生態系の保全、良好な景観形成、地域社会の形成、文化の伝承、

食農体験学習の場、自然との触れ合い空間、防災避難空間、心の充足、まず、農地と森はそ

こに存在するだけで価値があると。この図は私の 40年間の農に対する思いを詰め込んだ概念

図です。 

 まず、持続可能な農林業の価値、機能について考えてみます。これは森で木が育っている

こと自身に価値がある。水資源の涵養、空気の浄化、がけ崩れの防止など、その価値はたく

さんあります。また、森で育った木の落ち葉が微生物によって分解され、そのミネラル分が

土壌を介して川に流れ込み、川や海の魚たちを育てる機能もあります。農地でいえば、地域

が総出で水路掃除をして、あぜ草を刈り、田に水を張って田植えをして稲を育てる。ここで

も生物多様性が維持されます。また、地域が総出で水路掃除をすることによって地域社会の

ルールが出来る。文化の伝承、自然との出会いも出来る。それに都市部では防災避難空間と

しても役立つ。数えれば切りがないほどの価値を備えています。 

 ところが、その森で育った木に価格がつくのは伐採して材木になってからです。水田でい

えば育てた稲を刈り取って、脱穀をして乾燥して、米にして初めて価格がつく。しかし、先

ほど申したような公益的な価値は価格には評価されていません。これらの農林産物の物とし

ての価格の形成は、今や世界が一つのマーケットです。 

 日本の１日の日当で１カ月生活出来る国はまだまだある。人件費が 30分の１ということ。

日本では 30haの規模が大きいといっても、3,000haが当たり前の国が世界にはある。規模に

よる効率ではかなわない。その中で価格形成がされるのですから、とても農林業者は日本の

国で生活するに足りるような価格は形成されません。価格のみの競争で物が輸入されてくる

わけです。その中で日本が失っている大切なものがあると私は思っています。 

 農業生産もあまり効率を追求し過ぎると、逆に環境に負荷がかかり、公益機能が低下しま

す。この概念図の原点は自給にあります。自給量が減少し、輸入が増えるほど自給率は下が

るわけですが、自給率が高かった時は、田や畑や山が十分に活用され、公益機能も十分に働

いていた。その時代は森も里山も美しく、水もきれいで世界に誇れるものが多く、それが自

給率 50％と半分になった時点では、公益機能も著しく下がります。自給量が半分になれば耕

す田畑も減り、自然循環能力も同じように減少します。輸入量が増え、自給量が減って田畑

が遊休化する。自給率が 50％になるということは、国土の健全な能力は既に４分の３を失っ

ているということです。 

 ここで少し、図を見ていただいて、ほぼ自給していた時は田も畑も山もほとんど使われて

いた。そこでは非常に災害も少なく、それが自給率がゼロへ近づいていく。そうすることに

よって、公益機能も同じく減ってくる、健康でゆとりある社会というのも減ってくる。自給

率が 50％の時点で横に線を入れてみると、下の残った三角形が上で３つというこの上に残っ

た部分の三角の中が私は国土の健全な能力と考えますので、面積的には４分の３を失ってい

ると。現在は 50％じゃなくて 40％を切ってくる。これでどうするのかということなんです。 

 価格のみの評価で輸入を増やすということは、農林業が果たしてきた公益機能を減らすこ

とになる。今、食料自給率は半分どころか 40％を切っています。しかも、それを支えている

農林業者の大半は 70歳代になっている。彼らがリタイアすれば、ここから一気に自給率が下
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がると思います。しかも、今まで農林業者が無償で担ってきた共益費、これを誰も払わなく

なる。一体、誰がこの共益費を負担するかということが大きな問題ではないか。 

 この共益費負担を身近なもので分かりやすくするためにマンションに例えてみます。街灯

がついて、エレベーターが動いて、美しい植え込みがあって、いつも清潔に保たれているマ

ンション、この良い環境を維持するために住民は共益費を負担しているんです。安い農産物

を輸入するということは、農林業の果たす公益機能に対する共益費を払わないということで

す。農業を単なる経済効率のみで評価すれば、必ず国の崩壊へ向かうということをこの図は

表しているんです。 

 次に「都市農業の意味を改めて考える」として、食料自給率の低下は、食と農、消費と生

産の間にあまりにも距離が出来た結果だと思います。それは、生活者のそばにある農業があ

まりにもおざなりにされた結果、自給率が減った。つまり、消費者は食べ物が育つ過程や豊

かに実った空間に身を置く心の充足、農の持つ公益機能も肌で感じられなくなり、価格のみ

が消費の判断材料になった結果だということです。 

 今、私の取り組んでいる体験農園の参加者は、農作業をするから労賃を要求するのではな

く、農作業するのに自らお金を出している人たちです。そして、私の場合は有機農法で安全

な野菜をともに育て、農地の持つ公益機能の維持に努め、国土保全のための共益費をともに

負担しています。このような農に対する高い意識が全国に広がり、みんなが野菜を育て、そ

れを消費されることで食と農の距離、生産者と消費者の距離はなくなるはずです。自ら育て、

自ら食べる。生産者、消費者を問わず、それを経験することで食と農の距離が縮められ、こ

のことが公益機能に対する共益費負担の共有につながり、健全な国としての能力を取り戻し

ていくのに役立つのではないか。自給率を高めていくためにも、消費者のそばにある都市部

の農業の存在が大きな役割を果たすと確信しています。 

 都市農業が抱える課題と価値は、そのままグローバル化の中で日本各地の農業地域が抱え

る課題と価値にもつながるはずです。地球で見れば日本はすべて都市です。国を支え、地域

を支え、自然との共生のすべを備えた人たちが誇りを持てる制度の創設が疲弊した社会をよ

みがえらせる。農の果たす公益機能、国土の保全、環境維持、食糧の供給という役割に対し

て、正当に評価させる制度の創設が望まれます。 

 次に別図２ですが、これは先ほど差しかえをお願いしたと思います。これを横へ置いて、

これからが都市農業の振興提案です。持続可能な都市農業の確立に向けた緑農地制度の創設。 

 農業振興地域制度の改正による都市農業振興地域制度の創設。都市計画制度の改正に伴う

緑農地を農業振興地域制度において、都市農業振興地域として位置づける農業振興地域制度

の改正を行うこと。 

 都市農業振興施策体系の再構築。都市農業振興地域において農業振興地域の農用地区域に

準じた施策を実施出来るよう、都市計画と調整措置を抜本的に見直すとともに、都市農業の

振興施策体系を再構築すること。 

 生産緑地制度の改正について。ア、下限規準面積（500 ㎡）を撤廃する、土地利用状況に

合った制度への改善。その土地を農地で利用するかどうかは農家が判断するものである。イ、

生産緑地の範囲の拡大、緑農地（生産緑地プラス農業施設用地プラス屋敷林）。都市農業の

持続的振興を図る観点から、農業振興地域における農用地等に準じて、農業施設用地、農業

関連屋敷林等を現行の生産緑地の範囲を拡大して、緑農地として制度の対象とすること。 
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 農地の相続税納税猶予制度改正。この制度の根拠法である旧農地法は平成 17 年でしたか

ね、改正されました。食料農業農村基本計画の都市農業制度の見直し規定を踏まえ、農用地

等の相続税納税猶予制度の改正。 

 賃貸借と農業生産法人への出資の許容。農地法改正に伴う賃貸借を制度の対象とすること、

及び農業生産法人への農地の出資の許容。 

 緑農地の許容。農地の持続的保全、都市農業振興の観点から、相続税納税猶予制度につい

て、緑農地を農用地等の相続税納税猶予制度の対象とすること。 

 農地の物納を認め、農業者等に貸し付ける制度の創設。農地の有効利用を図るため、物納

を許容し、農家に貸し付ける制度を仕組むこと。 

 以上、一連の制度改正を迅速に推進するため、都市農業振興特別措置法等の特別立法措置

をお願いしたい。 

 そして、図２の説明に入ります。上が現行の生産緑地制度、薄い黄緑、これが生産緑地で

す。これのみが農地課税で、相続税納税猶予が適用されています。その下に農業施設用地、

農業関連屋敷林等、これは完全に宅地であります。そして宅地化農地というのも全く農地で

ありながら宅地であります。これを改めて下の図、緑農地にする。生産緑地はそのまま農地

扱い、農業用施設用地、農業関連屋敷林も緑農地に含める。 

 そして、その下に点線部分が入っております。まず、施設用地、これを説明します。農業

用施設用地とは、ハウス、温室、畜舎、農機具収納舎、納屋などの農作業場、堆肥場、農産

物貯蔵施設、倉庫、直売所、販売所、駐車場などを含めます。農業関連屋敷林とは、屋敷林

のうち農業経営に利用した屋敷林です。そして、この点線部分が上の図よりも緑の部分に含

まれている。これが先ほどの 500㎡で切られた生産緑地に含まれない部分、小さな農地も先

ほどは宅地扱いだったんですけれども、生産緑地に入れられる。まして、この農業用施設用

地、これらの税負担、これをするためにとっておいた宅地化農地もその必要がなくなるので

生産緑地に入れる。だから、緑の部分が増えるわけです。 

 そして、最後の宅地化農地ですけれども、これは現在、見た目では何も変わらない農地な

んです。宅地化農地という赤い色分けがされていますけれども、見た目では全く農地であり

ます。だから、農地としての現在の機能、役割は全く農地であります。ただ、終生農地であ

るかという、その担保がなされないから現在は宅地扱いですけれども、これは私は農地であ

る限り、農地扱い。ただし、終生農地であるという担保がとれないから、納税猶予は適用さ

れないということでいいでしょう。それまでは農地扱いであるべきだと思うんです。 

 以上でございます。 

 

○後藤座長 ありがとうございました。 

 では、今の堅島委員のご発言について質問なり、確認しておくべきことがありましたら、

お願いいたします。 

 

○中井委員 質問というよりは確認に近いと思いますけれども、緑農地というご提案で趣旨

はよく理解を出来たつもりです。これは誰がどうやって決めるかというのが一番問題になる

かと思うんですが、堅島委員だとどのように、誰がまず、これは緑農地だという判断をする

のか、どうやってそれを決めるのか。それから、決める時と同時に、やめる時は誰がどうい
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う判断でやめるかということについて何かお考えがあれば、お聞かせいただきたいと思いま

す。 

 

○堅島委員 やめる時は本人の判断しか仕方がないと思います。決める時も本人が農地で残

すかどうかという意思判断をまずする。それをどこが認めるかについては、これからの議論

で出てくるものだと思います。本人にやる気がないのに、やれということ自身が無理です。

今までこの 40何年間、やめろ、やめろと言われ続けて、その中でも何とかやろうじゃないか

といってやってきたんだなと思います。だから、やる気のある人にやっていただくしか仕方

がないんじゃないかと思っております。 

 

○中井委員 ありがとうございます。 

 

○後藤座長 よろしいですか。ほかにございますか。よろしいですか。 

 私も一つだけ確認なんですけれども。緑農地という形で先ほどから議論になっていた作業

場所などを含めていった時に、それの利用規制というのは当然、今よりも強くなると考えら

れますよね。今は宅地という地目で自由ですが。緑農地にそういうものを含めるということ

は、利用の規制を強めていくということと、セットで考えていらっしゃるのでしょうかどう

でしょうか。 

 それから、もう一つは三角形の図で、経済的機能と公益的機能というふうに分けられてい

ますけれども、公益的機能ということの中にも、先ほどずっと議論されていたように経済的

機能に組み込まれていく部分が、農業の展開のなかで少しずつ広がってきていると思うんで

すね。このことは振興のための施策を考える際に関係することではないかと思っていますが

いかがでしょうか。 

 

○堅島委員 それが私は共益費の負担だと思うんです。みんなが負担していくということが

経済的に入っていくという。今はあまりにも経済部門が少な過ぎている、農家が負担する部

分が多い。 

 

○後藤座長 そういう意味ですか。ただ、そうやっても、それだけでは負担出来ない公益的

な部分というのは残らざるを得ないと思います。ここで指摘されている公益的機能という中

には、全く個別に負担することが不適切で公的な支援が不可欠な本当に公益的機能と、受益

者が特定出来るような機能が一緒にくくられているように思いました。工夫と努力によって

は経済的機能になり得るものも含まれるので、そういう工夫・努力を農業側もしていくとい

うことが大切かと思います。経済的機能と公益的機能という区分けの中にそのような問題も

ありそうに思いますが、いかがでしょうか。 

 

○堅島委員 それは体験農園などで農家と消費者が一緒になって担っていく。これも私はす

べて共益費負担、誰がどの部門をしていくか。これは農家だけにしておいたらもう知らない

ぞと、もうやり切れないぞということです。マンションで住民が 100名おられて、50名まで、

半分まで共益費を払わなくても何とか残り半分ではもってきたけれども、そのうち 90人まで
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払わないで自分だけ、その部屋の中だけ良い環境にして共益費を払わなかったら、外はもち

切れないというのが日本の国の現状じゃないか。だから、荒れてきているんだと思うんです。 

 

○後藤座長 どうもありがとうございました。 

 それでは、続いて二村委員の方からご発言をお願いしたいと思います。 

 

○二村委員 二村でございます。なかなか順番が回ってこないので、今日も出番がないのか

なと思っていました。私は名古屋から来ており、皆さんほど立派な提言を持ってやってきた

わけではないけれども、１ページ分だけ書いてございます。「東日本大震災の教訓をふまえ

た農業復権に向けた提言」ということで、農業復権というのは全国のＪＡグループのテーマ

でもあります。いろいろ書いてございますが、ほぼ前段で皆さんがお話しになったことと重

複する部分が多いというふうに思います。 

 私どもの名古屋は他の東京とか大阪と違う環境で、背景、歴史みたいなものがございます。

そのあたりのところを話をさせていただきたいんですけれども、今、名古屋も東の方に丘陵

地があって、西の方に水田地帯が広がっています。丘陵地の方はほぼ宅地開発が済んでしま

って、ほぼ農地はゼロという状況でございます。名古屋農協の管内で盛んに農業が行われて

いるのは、西部の方ですが、１月の検討会で私どもの常務がプレゼンテーターで紹介いたし

ましたので、ちょっと違った角度からお話しさせてもらいたいと思います。 

 私は昭和 45 年に就農しているんですけれども、田と畑で 1.4ha ほどありました。これが

38筆あったんですが、非常に細かい３ａとか４ａとか１圃場当たりの面積がそれぐらいでし

た。すぐ市街化区域になり区画整理が始まりまして、３ａ、４ａの田畑が、２割、３割、減

歩されるものですから、50 坪とか 60 坪とかという単位になってしまったということです。

それがちょうど高度経済成長を迎え宅地として提供するのには非常にいい面積ということに

なりまして、ほとんどが宅地となり農地はほとんどなくなりました。 

 ごく一部、10ａぐらいが一番大きな面積でそのくらいのところで農業がされていますが、

ちょうど、私はその時に愛知県農業大学校といいまして、後継者育成専門学校の最初の年に

入学しました。こういうわけで、うちは全部市街化区域なんですと学校で言ったら、そうい

う人たちは農村部へ出て大規模な農業をやるにはちょうど良い条件じゃないですかというよ

うなことで、当時は譲渡所得税が免除されて、５倍とか 10倍の農地が取得が出来るような状

況であり、私の知り合いも随分、農村部の方へ出ていき 30 年、40 年、経過しましたが、う

まく経営が成り立っている人は少ないと思います。 

 畜産、施設野菜、花の関係者がたくさん郊外へ出ましたが、バブル崩壊以降は非常に大規

模農業の経営が悪化しており、現実に名古屋市内で農地として、農業として活用出来る農地

が非常に少なくなっているのが現状です。でも、やはり都市計画の中でどうしても必要だと、

先ほど局長さんがお話されたように、今になってやっと少し評価され見直されるということ

が起きて、やる気が少し出てきたかなというところですが人がいない、後継者が本当に少な

いということなんです。 

 私どもの農協の管内では 300haぐらいが農業振興区域でございます。そこは水田ばかりで

すが、水田の耕作を農協の職員が担当してやっています。それで、地域の土地改良区や農家

の人たちと協力して、300ha ぐらいの農地について職員が農業をやっているということで、
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これからは、そういう担い手が増えるということは難しいことだろうと思います。 

 先ほど堅島委員がおっしゃったように、いろいろ方法はあると思いますけれども、まとま

ったところを誰が耕作するかといった場合、そういう専門家を養成するということも必要な

のかなと思います。私どもの農協は、全国に例がないそうなんですけれども、そのようなこ

とをずっとやってきております。例えば行政でそういう部署を作って何かやっていくぐらい

のことがないと、このような問題は解決のしようがないのではないか、将来になればなるほ

ど難しいのではないかという気がしております。 

 非常に悩ましいのは、生産緑地になった時に指定される面積がなかったんです。平成４年

の段階で５ａ、150坪以上の農地を持っていた人たちというのは非常に少なかったわけです。

説明もよく分からない。平成４年、よく講習会や勉強に私も参加しましたが、隣でいろいろ

聞いている人たち、参加者はお年寄りばかりだったです。そのお年寄りの方が 30年というこ

とのイメージというのは、多分、つかめなかったんだろうと思います。 

 税金を安くしてもらえるということで、皆さんが出来る限り 150坪以上の農地については

生産緑地にした人が多かったんですけれども、２人、３人で合わせて合筆して 150坪でもい

いですよという話がありました。そうしたら、最近になって１人の方がいろんな事情でやめ

なければいけないという、解除してもらわなければいけないことになった時に、一緒に受け

た方がどうやって、自分の都合ではなく、外されてしまうということになり、問題になって

きています。このままもし生産緑地という制度を続けていただくのなら、先ほどの堅島委員

のお話ではないですけれども、面積を低く抑えていただかないと、現実問題は非常に難しく

なっています。 

 今、名古屋市内では生産緑地が約 300ha、それから、農業振興区域が 300ha、それから、宅

地化農地が 600ha、合計 1,200ha ぐらいが市内に残っているんですけれども、年々、50ha～

60haずつ減っています。ですから、1,000haを割るのも数年のうちですが、これ以上、減ら

すとなれば危機感を持たれる。やっと、東京の平成４年ぐらいの頃、生産緑地法が出来たぐ

らいの感覚と、現在の名古屋の皆さんの意識が一緒ぐらいになってきたのかなという感じは

持っています。しかし残念ながら、東京みたいにまとまった農業の業ということをやってい

けるような面積の農地がないのが実情です。農業振興区域は別ですが、生産緑地も大きいと

いったって 300坪、10ａ程度ですから、本当に業としては成り立たなくなってきている、そ

こに後継者もあまりいない、それから、税負担が非常に重いなか、組織として動かないと難

しいのではと思っています。 

 そのあたりのところも、農協や行政とタイアップしながらやっていかないとまずいと思い

ます。今、名古屋では、そういう状況ですので、よろしくお願いします。 

 

○後藤座長 では、二村委員のご発言について何かご質問等がございましたら、お願いいた

します。 

 

○中井委員 名古屋では、大体年間 50～60ha ぐらいが宅地化されていくということで、特

に西部の割と平地の水田のところなんじゃないかと思いますけれども、この 50～60ha分の宅

地需要について、宅地開発をしたらまだそれが売られるというものなのか、もし、売られて

いるとしたら、私の想像ですけれども、多分、他のところに空き家が大量に発生しているよ
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うな状況で、本来、名古屋の自治体の方には申し訳ないんですけれども、もう少し規制自体

を厳しくするなり、逆線引きみたいなことを考えられた方が筋なんじゃないかなとも思うん

ですけれども、そういった議論は地元の方ではないんでしょうか。 

 

○二村委員 昨年、大震災があって、津波がありましたけれども、ちょうど私どもの地域は

50年ほど前に伊勢湾台風でひどく被害を受けたところです。標高がゼロメートルとかマイナ

スというところもございます。そこで、震災以降は特に危ないと、津波や地震がきたらどう

するんだと悪評が出てきまして、アパートに入居している方も東部の丘陵地帯へ動きたい。

でも、丘陵地帯は非常に地価や家賃が高いところで、非常に悩ましい状況にあります。 

 特に私どもは今、市長が河村市長で「とにかく逃げるしかないわさ」とか言っていますの

で、何とか４階、５階建てぐらいの建物で、そういう避難指定が出来ることを検討しましょ

うということです。現実的には、マスコミ等も含めての風評害みたいなことが今起きていま

すが、これは行政絡みで検討していかなければいけないことだと思います。 

 

○後藤座長 よろしいですか。どうぞ、お願いします。 

 

○沼尾委員 これはどちらかというと、国土交通省さんに伺いたいんですけれども、今の堅

島委員のお話も二村委員のお話も、市街化区域における農地とか農業生産の考え方を大きく

転換するというような、かなり大胆なご提案だったと思うんですけれども、現在の認識とし

ては、結局、市街化区域というのはだんだん街区に、町にしていくものだと。なので、農地

自体は最終的には緑地化するというようなことで、500 ㎡というような規定があるかと思う

んですけれども、これを例えば引き下げていくとか、ある程度、農業を都市部でやれるよう

な形で市街化区域の概念というのを見直そうというような議論というのは、例えば都市計画

の審議会とか何かの方では出てきてはいないんですか。 

 

○国土交通省 今のご指摘の２点、１つ目が生産緑地の面積要件の引き下げの話と、それか

ら、もう１つが市街化区域内で、そもそも農業が出来るような概念整理が出来ないのかとい

う点であります。 

 まず、１点目に関して、まず現在の仕組みを申し上げますと、市街化区域の考え方は、既

に市街化をしていたり、おおむね 10年以内に市街化すべきところは市街化区域として計画的

な整備を行い、それ以外は市街化調整区域とするという整理になっております。都市計画で

は５年に一度は必ず線引きの見直しをし、それ以外にも随時見直しができますので、国から

は都市計画運用指針などを通じて、必要があれば市街化調整区域への逆線引きも含めて、し

っかりと運用すべきだということを周知しておりまして、これがまず基本的な前提です。 

 その上で、まず、面積要件の引き下げです。市街化区域の中は様々な土地利用が混在して

おり、簡単に逆線引きが出来ない状況にあるため、昭和４９年に、都市計画の仕組みの中に

生産緑地という仕組みをつくり、都市計画的な面から評価できるものについては指定が出来

ることになりました。現在の面積要件は平成３年の税制改正と絡んでいろいろ議論があり、

それまでの面積要件が第一種が１ha、第二種が 2,000㎡だったものを、何とか都市サイドで

評価出来るぎりぎりまで下げようという状況の中で、具体的には取引の最低面積単位である
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495㎡を意識して、現在の面積要件が作られているものです。 

 面積要件の引き下げが出来ないのかということについては、いろいろご要望もいただきま

すし、また、そこはいろいろ都市計画としても議論があり得るのかなという感じではありま

すが、一方で、ご案内のとおり、生産緑地の仕組みの裏側には税制の議論がございますので、

都市計画の方が仮に面積要件を下げた時に、税の対応、議論がしっかりまとまるかどうか。

そこが第１のポイントだろうと思います。 

 それから、２点目の市街化区域の性格の議論は、平成 21年から都市計画制度小委員会にお

いて、都市計画制度の総点検を行い、制度見直しについて専門的な検討を進めさせていただ

いております。小委員会における問題意識としては、市街化区域と市街化調整区域という線

引きの仕組みは、必ずしも将来に向けての都市の土地利用の根幹的仕組みとして理想的な仕

組みとは言いにくいとしながらも、仕組みとしては定着し、これに代わる仕組みが今のとこ

ろないと。とはいいながら、今後の人口が減っていく局面の中で、農地だけではなく、先ほ

ども出ました空き地、空き家の問題なども考えていくと、市街化区域の性格そのものを見直

していくという作業に入らざるを得ないだろうという認識で、各委員のご意見は一致してお

ります。 

 問題は、その実現の方法です。既にそこには土地をお持ちで生活をされている方々も多く、

様々な生産活動が行われており、制度の見直しは大きな影響を与えることになります。制度

改正までに、相当、議論をしなければいけない。ただ、認識としては、前回、紹介させてい

ただいたとおり、市街化区域の空間の再構成の中で、都市農地はあって当たり前の空間とし

て概念整理出来ないだろうかということです。あとは、ここで、今、議論されていますが、

税の問題が一番大きいのかもしれません。その時に先ほどご指摘いただいた、他とのバラン

スみたいなものも考えなければいけません。その辺をどう裁いていくかというところがこれ

からの課題という認識でございます。 

 

○後藤座長 ありがとうございました。 

 それでは、最後になりましたけれども、矢野委員の方からご説明をお願いしたいと思いま

す。 

 

○矢野委員 直前の資料提出で申し訳ありませんが、事前に今回、出される資料を見て改め

て消費者とか、都民、住民がどういうふうなとらえ方をしているかということをご紹介した

くて、資料とさせていただきました。 

 今日、出していますのは、実は昨年 11月に私どもの東京消費者団体連絡センター主催で、

学習・意見交換会「これからの都市農業（東京の農業）づくり」という企画を持ちました。

この企画自体の中身は後ろの方のカラーの資料で、簡単な報告書を裏表で提供しています。

当日は、このサブタイトルが、農業者、消費者、行政、研究者と共にということで、農業の

問題は農業者だけの問題でもなくて、行政が一生懸命、頑張ることだけでもなくということ

で、四者がどういうふうに関わり合いながら、都市農業を作っていけるかという視点で開催

したものですが、当日は東京都でちょうど都市農業の振興プランを新たに作り直すという前

提で、審議会からの答申が出たばかりでした。 

 そこの審議会のところは後藤先生も、それから、私もちょっと関わっていたということも
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あります。ということで、東京都から答申内容について説明をいただき、それから、研究者

の立場から後藤先生、それから、農業者の立場からＪＡ東京の方で、栗原さんという青年の

農業者の方から報告をいただいた上で、裏側になりますけれども、実際に消費者、都民がど

ういうふうに農業に関わる取り組みをしているのかということで、当日は都内の生協がかな

りそれぞれの地域でいろいろな取り組みをしておりましたので、資料自体はたくさんのとこ

ろから出していただいたんですが、時間が制約されていて、具体的には３つの生協からの取

り組みを聞きました。それらを踏まえた上で、実際に参加者からどういう声があがっている

かというのが最初の資料のアンケート結果です。 

 今日、アンケート結果を提出しましたのは、実はこの検討会の最初のところで、私からは

東京都民のインターネットアンケート結果で 85％の人たちが東京に農地を残したいという

ふうな声を出しているということで、これは東京でも農業を進める上で非常に重要な数字な

わけですが、実は農地を残したいという希望的な数字が本当に実のあるものになっていくた

めには、消費者、都民がその良さとか、都市農業の重要性についてきちっと理解をし、その

ために必要な施策とか、制度改善を支持する声になっていかなくてはいけないかなと思って

おることにつながっています。 

 そのことは、今日、冒頭、局長のご挨拶にもありましたし、それから、榊田委員や沼尾委

員からのお話の中にもあったと思いますけれども、それが一般的な住民の声かなと思ってい

ます。それらが最終的には制度改善が必要な場合に、きちんと力となっていくためには、消

費者側がどういったことを理解していけばいいのか、そのための入り口として、この学習・

意見交換会でどんなことを感じたのかを大きく２つの面から示しています。 

 一つはアンダーラインを引いていますが、税制問題関連の意見です。それから、もう一つ

は消費者が農業にどう関わったらいいのかというような意見に丸印をしています。意見の内

容がこの２つの項目でまとまり切れてはいないのですが、最終的には全部読んでいただくと、

さまざまな状況がお分かりになると思います。先に税制の面では、最初のアンダーラインで、

当日は農業者の方からほんのわずかな時間での報告でしたから、かいつまんで要望をお聞き

したという限りではありますが、やはり、「税金が重くのしかかっているのがとても伝わっ

てきた。」というような率直なお声があります。 

 それから、２つ目のアンダーラインは飛ばして、３つ目のアンダーラインですが、「農業

を続けていく最大の問題、税制問題の改正なくして農業は続けてはいかれないと見ていま

す。」ということや、それから、次のページの最初のアンダーラインですけれども、「税制

についても力になれる活動が出来ればと思いました。」というふうなこと。あと、下の方の

アンダーラインもそうです。「東京から農業がなくならないためには、税金問題にきちんと

対応しなければいけないでしょう。」ということがありました。そして、最後の次のページ

数を書いておりませんが、「税のことはあまり理解していませんでしたが、畑をこれ以上、

減らさないためにも税金をどうにかして欲しいです。」というような声があります。 

 これは簡単な報告を受けての率直な声だとは思います。ただし、１ページ目に戻っていた

だいて、少し状況が分かっていらっしゃる方からすると、２つ目のアンダーラインのところ

で、「生産者の話の中で農地であっても宅地並みの税を払うとのことでしたが、せめて次世

代も農業者であるなら相続税は農地としての税額でいいのではと考えます。また、売買の中

で宅地としてであれば宅地税が正しいと考えます。」というような声もあります。そうする
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と、最終的には３ページ目のところの２）の今後への要望のところに出てきている、「税制

問題をわかりやすく都民に知らせて欲しい。」というところに尽きるかなと思います。 

 本日冒頭で、前回私の方からも要望いたしまして、加藤篤司委員から農業施設の具体的な

写真を提供いただきましたし、それから、事務局の方から改めて相続税の全般的な構成も資

料として提出をしていただきました。実は、こういうふうなことがこれからの制度改善や施

策を支持する都民や、広く言えば、国民にとっては理解していく状況づくりとして非常に重

要なのではないかというふうなことが、このアンケートからの１つ目の視点です。 

 それから、２つ目は消費者の農業への関わりの関連の意見に丸をしておりますが、この学

習・意見交換会に参加された方は、何らかの形で都市農業に関心を持っていらっしゃるとい

うことで、ある意味、意識はそれなりに高いとは思いますが、それぞれの話の中では、１ペ

ージ目の下の方に２つ、丸をつけていますが、「消費者団体は農業のことを理解する手助け

をどんどん広げることに取り組むことが大切だ。」それから、下の丸では、「今回、これに

参加して都市農業の大切さや価値を再確認することが出来た。」ということがありました。 

 ところが、一方で、次のページの１つ目の丸ですけれども、「都市農業を守り育てること

は私たち消費者としても都市で暮らす者としても、日頃から大切なことだと思っていました、

オープンスペースとして防災としての役割もあることを今日発見しました。」というふうに、

都市農業や農地が果たす多面的機能はよく言われてはいるんだけれども、実感としてそのこ

とを知るということを、例えばこの日の学習・意見交換会で初めて知ったという声も率直に

はあるわけです。ということは、まだまだ、いろいろな施策が施されてはいるものの、住民

にとってはそれをもっと実感出来る状況づくりは、まだまだ不足しているのではないか。こ

ういった実感出来る状況づくりがあって、声がより強いもの、確かなものになっていくもの

というふうにとらえています。 

 そういう形で、いろいろな制度改善や施策を行う時に、それに伴った都市住民や消費者が

実際に関わっていく、触れていくことで、もっとそこから実感を伴い、それが働きかけの声

につながっていくという状況づくりをしていかなくてはいけないのではないかということ

を、今回のアンケートでご報告させていただきました。 

 以上です。 

 

○後藤座長 ありがとうございました。 

 では、今の矢野委員の発言について何かご意見がございましたらお願いいたします。 

 

○小林委員 直接、今の問題でなくて今までのお話をずっと聞いて感じているんですけれど

も、先ほど局長さんのご挨拶を聞いて、私もつくづく都市農業の歴史を感じるわけですが、

昭和 43年に線引きされたんですけれども、ちょうど、その頃は都市農業という言葉自体もな

くて、農地をいかに潰していくかという環境で、おそらく東京の農業者は農業運動じゃなく

て、土地運動を強いられてきた半世紀であったように思うんですが、それで、今、皆さんの

いろいろなお話を聞いて変わったなと思うのは、住と食という観点から、安心安全というも

のが非常に高まってきたことと、それから、各自治体が農地を残さなければならないと非常

に真剣に取り組んでいるけれども、なかなか、今の制度ではうまくいかないんです。 

 それから、もう一つは今の都市農業者の価値観が大分変わってきたということだろうと思
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うんです。昔はややもすると、いろいろ後ろ指をさされる感もなくもないところもあったか

もしれないけれども、現在は非常に社会的責任を果たさなければいけないという使命を持っ

て、皆さん、農業に取り組んでいると思うんです。それから、４番目に何といっても、これ

だけ時代が変わってきているにも関わらず、制度とか法律というのがいかに遅れてついてき

ているかということを本当に痛切に感じています。 

 そこで、私は非常に疑問に思うんですけれども、では、皆さん、農地を潰して何にするん

ですかということなんです。その答えは何もないんですよ。そうしますと、やはり、農地を

潰すのが一番手っ取り早いから、農地を潰しているんじゃないのということだろうと。それ

で、農地を他産業と一緒に考えること自体が非常に無理があると。農地は一回潰したら絶対

に再生出来ないんです。したがって、農家も一回、農地を潰されたら農業は出来ないことな

んです。他の産業は転換できるのですが、しかし、農業はそういうことは出来ないというこ

とが前提にあるわけです。 

 それと、もう１点は、ずっと農地を残してやろうという考え方が根底にあって、その中で

制度を考えるからおかしいのであって、これからは農地を残してやろうという考え方ではな

く、都市サイドから農地をこんなふうにみんなで活用しようじゃないかと、農家を入れて、

そういうコンセンサスをとって、そこに初めて農地の持つ多面的機能というのが存在し、し

かも、それが市民生活なり、都市機能に役立っていくだろうと思うんです。したがって、さ

きほどの局長のお話も最終的にはそんなことを望まれているのかなと、そんな感じがしたわ

けなんですけれども、やはり、そういうことで農地を残すという考え方よりも、農地を活用

するという考え方に重点を置いた議論が必要と思いますので、そんなこともひとつ念頭に置

いて議論を進めてもらえたら大変ありがたいなと、そんなことを感じた次第です。 

 以上でございます。 

 

○後藤座長 それでは、ほかに何かございましたらお願いします。 

 

○二村委員 先ほど私は自分たちの農業大学校のお話をさせてもらいましたが、当時 100人

が入学して、現在、43 年ほどたって、農業をやっている人が 20 数名です。愛知県は割に農

業の盛んな県でもあるんですけれども、そういうところでもそれくらい続かないということ

です。20数名の中で後継者のある人が５、６人なんです。そうすると、次の世代はどうなる

かということが非常に心配になるわけで、今は後継者になる人に補助金を出してやっていた

だこうという方針みたいです。でも、本当に難しいと思う。あれは普通の農家の方の後継者

は対象じゃないという今回の政策については、他の産業から入られた方だけのものなのか。 

 

○實重農村振興局長 対象になっています。全部、経営委譲するという条件で。 

 

○二村委員 そういう条件があればということですね。ですから、非常に今、現状としてど

この県でも農業大学校も閉鎖するというところが結構多いと報道されていますよね。ですか

ら、僕は一番大切なのは、そういう若い人や担い手がどう育つかということだと思いますの

で、その辺のところを先に申し上げましたが、公務員の方がそういうこともやれるぐらいの

何か大きな視野でいかないと、本当にどうなるのかなという心配が非常にあります。 
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○後藤座長 ほかに、今日、４人の方にご発言いただいたので、全体を通して何かまだ発言

しておきたいということがありましたらお願いいたします。 

 

○加藤（篤）委員 二村委員の資料にありました最後の方で、防災協力農地登録制度という

のがあるんですけれども、これは都市農業の重要性を知らしめる上でも重要なキーワードに

なると思っておりまして、私の周りでもこういう制度があるんですけれども、実際にどうい

うふうに機能しているかというと、防災の時の避難用地に適用いたします、それから、防災

の時には農産物を提供いたしますという程度なんですね。 

 ですから、そういうところで農家が畑に井戸を掘る。そうしたら、その時の例えば発電機

が必要だったら、発電機の管理を義務づけるとか、あとは私たちの友達がみんな言っている

んですけれども、最終的にはここは空き地なんだから、例えば仮設住宅の用地とか言われた

ら、断るなんていうことは到底出来ないと。そうしたら、しっかりした契約を結んで、例え

ば２年間なら２年間、貸すと。あとはきれいに撤去していただけるのだったら、それも嫌だ

とは言わないと。だから、そういう価値をしっかり付けた上で、今後、世の中の役に立って

いこうという気運は結構高まってくると思います。ですから、都市農業の価値、ちょうど東

日本大震災から約１年がたちますけれども、そういう意味で考えていくのも一つの手ではな

いかと思っておりますが、制度上はどうなるんだというのがあったら教えていただきたいと

思います。 

 

○二村委員 これは日本農業新聞で、２月３日付けの新聞です。大阪の方で全国農協中央会

のシンポジウムがあったそうで、寝屋川市と東大阪市と愛知県豊田市の事例ですが、寝屋川

市では防災協力農地として積極的に参加するという記事になっています。それから、何か、

畑というのは勝手にみんなが入っていってもいいんだ、何かあった時に市民の役に立つけれ

ども、農家の迷惑ということをほとんど考えていないんじゃないかという、相関関係は非常

に難しいと思います。しかし、契約という決め事、約束事というのは、そうやって時間をか

けて作っていかないと、難しいかなとは思います。一応、農協グループとしては防災農地に

関し、検討されている地域もあるということです。 

 

○後藤座長 それでは、予定していた時間がほぼまいりましたので、今日の議論はこれまで

というふうにしたいと思いますが･･･。どうぞ。 

 

○實重農村振興局長 申し訳ありません。時間が押しておりますが、委員の先生方のご意見

を拝聴しておりまして、一通り、意見を開陳していただいたところで、２点、お話をさせて

いただきたいと思います。 

 １点は、大きな農政に関わる話ですが、今の担い手、それから、農業以外の方々からの農

業に対する応援というようなお話が各委員から出されました。これは都市農業に限らず、農

業全体の問題であります。基幹的農業就業者の平均年齢が 66.2 歳、66 歳を超えるような状

況になっておりまして、農業者の次世代の担い手という観点では、非常に産業として危ない

状況にあります。 
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 そこで、今、二村委員からもお話がありましたように、年間 150万円を５年間、新しく就

農する人に出すと。それ以外にも有利子の融資の優遇措置ですとか、さまざまな措置がござ

います。これは農業者の方の子弟が農業を継ぐ場合には適用にならないというので、不公平

ではないかという議論もございまして、農業者の方がリタイアして、経営を委譲される場合

にも適用されるというような形になっているところでございます。それから、中山間地域と

か、そういったところも含めまして、なかなか、農業の存続が難しくなってきている。この

ためのいろいろな施策をしてきているわけでありますけれども、やはり、農業者以外の方の

住民の方に、どういう形で参加していただくか、あるいは農業を体験していただくか、さら

には観光といった面もありますが、いろいろな形で進めていくことが必要だと思っています。 

 大きく言いますと、都市農業の問題がまさにそうなんですが、昭和 40年代の高度経済成長

期、30年代、40年代に、都市に人口がずっと集中してまいりました。それが今、人口減少社

会になっているわけでありますので、逆に農業者の方々あるいは農業者の子弟の方々が都市

に集まるプロセスが 30 年代、40 年代にはあったわけでございますけれども、平成の現在に

おいては、そこがむしろ逆流と申しますか、逆転と申しますか、違う方向性を考えていかな

ければ、国土全体の観点からも難しい問題が多々出てきているのではないかというような状

況だろうと思います。農業について都市農業の抱える問題、それから、平地農業、それから、

中山間地農業の抱える問題はそれぞれ違いますけれども、大きく言いますと、同じような社

会の変化というものに直面しながら、考えていかなければならないという具合に思っており

ます。 

 それから、もう１点、まさに都市農業の問題ですが、各委員から税制のご議論がございま

す。税制を一つのある種の出口として見据えて、議論していくということは重要かと思いま

すけれども、税制の議論をしますと、どうしても賛成、反対ということで国論が二分しがち

だと思います。今、土地税制ではありませんけれども、国会でも大変税制が議論になってい

るところでございます。ですから、国論が二分しないようにするにはどうすればいいかとい

うと、税制の前にその仕組みである制度、都市計画法における位置づけといったような都市

計画制度、それから、私ども農水省の関係でいいますと農地転用制度が所管であります。 

 農地転用が自由なものについては宅地並み、農地転用が不許可、出来ない不自由なものに

ついては農地並みというような扱いになっておりますので、そこは各委員から公平性あるい

は規制の強化といったような御議論もありましたけれども、そういった農業者と農業者以外

の方々との公平性。それから、例えば施設用地ということになりますと、農業者の方も農地

転用許可を受けて施設にしていかれます。そういった農業者の中、農業者同士の方々におけ

る公平性、あるいは制度の整合性、こういったものを考えていかなければならないという事

情がございます。 

 そうした中で、都市農業の公益性というものをどうとらえどう位置づけていくか。ですか

ら、税制の前に制度なんですが、制度の前にまさに都市農業の位置づけ、こういったことが

大事だと思います。その公益性に基づいて、公益性の評価の仕方が明らかに過去と現在では

変わってきていると思います。それに基づいて、どういう支援をしていったらいいのかとい

う国民的な合意形成、こういったものが必要だと思っておりますので、今後、そういった形

で議論を深めさせていただければありがたいなと思っております。 

 どうもありがとうございます。 
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○後藤座長 それでは、今日の議論はこれで終わりにさせていただくとして、次回以降の検

討会の進め方についてご相談させていただきたいと思います。この２回、各委員からおおむ

ね各委員の持っていらっしゃる問題意識、あるいはそれに基づく講ずべき施策について、い

ろいろ御意見のご開陳があったと思います。したがって次回以降は次の２つのテーマで議論

していってはどうかと考えています。 

 一つは都市農業の振興、都市に相応しい農業をどう作っていくか。そのための振興策とい

うのをどう考えるかというテーマです。と同時に、そういう視点だけでは農地の保全という

問題は十分にカバー出来ないと思いますので、都市農地の保全ということをもう一つのテー

マとして議論していったらどうかと思います。都市農業の振興と都市農地の保全という２つ

のテーマに沿って、これまで各委員からいただいたご意見、ご提案を整理して、さらに具体

的な施策についてどういうことが可能なのかという議論を今後、進めていきたいと考えてお

りますけれども、次回以降、そういう進め方でよろしいでしょうか。何かご意見がございま

したらお願いいたします。どうぞ。 

 

○沼尾委員 都市農業の振興と都市農地の保全については、賛成ですけれども、ただ、世の

中を見渡しますと、いまだに都市部の土地を農地で使う以外の方法もあるんじゃないかとい

ったようなご意見もあるところですので、そういった、今日の議論にもあった農業あるいは

農地の保全ということの持っている公益性ですとか、何かというところを意識しつつ、そう

ではない考え方の立場の方にも説得力のあるような何か、そのあたりに目配りをしたような

議論が出来ればいいと思っています。 

 

○後藤座長 ありがとうございました。 

 では、そういうことを十分念頭に置いた上で、議論を進めていきたいと思います。 

 それでは、今日の検討会はこれで終わりにさせていただきたいと思いますので、事務局に

お返しいたします。 

 

○田中都市農村交流課長 長時間にわたり、ご議論いただきましてありがとうございまし

た。 

 いつものように、本日、皆様方からいただいたご意見につきましては、議事録として農水

省のホームページの方に公開を予定しています。また、これまでと同様に、事前にご確認を

いただくこととしておりますので、よろしくお願いいたします。 

 さて、次回の開催ですけれども、現在、委員の皆様方の日程を調整させていただいており

ますので、また、改めてご案内させていただきたいと思っております。 

 以上をもちまして、今回の会議を閉会させていただきます。本日はどうもありがとうござ

いました。 

 

                            午後 ０時０５分 閉会 


